
■議案第５５号 四万十町過疎地域自立促進計画の一部変更について 

【要旨】 

今後実施を予定している各種事業について、過疎地域自立促進特別措置法に定めら

れた過疎地域自立促進のための地方債（過疎対策事業債）を活用するため、その条件

となる「四万十町過疎地域自立促進計画（平成２８年度～平成３２年度）」の一部変

更を行います。 

今回の計画変更については、国からの通知において、その内容が「事業名（施設名）

の追加又は中止」であり、計画全体に及ぼす影響が大きい重要な変更に該当すること

から、過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項において準用する同条第１項の規定

により議会の議決を求めるものです。 

 なお、今回の一部変更に当たっては、過疎地域自立促進特別措置法第６条第４項の

規定により高知県とあらかじめ協議を行っており、異存はない旨の回答を得ています。 

 

【変更の内容】 

この度の変更のうち、重要な変更として、四万十町過疎地域自立促進計画の自立促

進施策区分「２交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進」の事業名（施設

名）へ「（２）農道」を追加、「４高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進」の事業名

（施設名）へ「（１）高齢者福祉施設 高齢者生活福祉センター」を追加します。 

また、これらの変更に併せて事業内容の追加や事業主体の変更を行います。 

 

【新旧対照表】 

改正後 改正前 

                    

  計画書 P20～21         計画書 P20～21       

  １ 産業の振興         １ 産業の振興       

   (4)事業計画(平成 28 年度～平成32 年度)      (4)事業計画(平成 28 年度～平成 32 年度)   

  
事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体     

事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体   

  (3)経営近代化施設         (3)経営近代化施設       

  
 農業 畜産業振興

事業 

町 

JA等 
    

 農業 畜産業振興

事業 

町 

JA等 
  

  

  こうち農業

確立支援事

業 

町 

JA等     

  こうち農業

確立支援事

業 

町 

JA等   

  
  複合経営拠

点支援事業 

町 

法人等     
      

  

  (4)地場産業の振興         (4)地場産業の振興       

  

 流通販売施設 四万十町総

合交流拠点

施設改修事

業 

町 

    

 流通販売施設 四万十町総

合交流拠点

施設改修事

業 

町 

  

  

  園芸・加工品

予冷庫整備

事業 

JA 

    

  園芸・加工品

予冷庫整備

事業 

JA 

  



  

  地場産業振

興センター

改修事業 

町 

    

      

  

  
(8)観光又はレクリ

エーション (省略) 

  
    

(8)観光又はレクリ

エーション (省略) 

  
  

  
  公園施設等

整備事業 

町 
    

  公園施設等

整備事業 

町 
  

  
  旧竹内家住

宅改修事業 

町 
    

      
  

                    

  計画書 P28～29         計画書 P28～29       

  
２ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流

の促進 
    

２ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流

の促進 
  

   (4)事業計画(平成 28 年度～平成32 年度)      (4)事業計画(平成 28 年度～平成 32 年度)   

  
事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体     

事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体   

  (1)市町村道         (1)市町村道       

   道路 (省略)        道路 (省略)     

  

  町道轟谷・志

和大屋敷ヒ

ショヶ谷線

地方道整備

事業 

町 

    

  町道轟谷・志

和大屋敷ヒ

ショヶ谷線

地方道整備

事業 

町 

  

  
  町道轟川線

改良事業 

町 
    

      
  

  

  町道窪川若

井線舗装事

業 

町 

    

      

  

  
  町道学校前

線改良事業 

町 
    

      
  

  
(2)農道 影の平農道

橋整備事業 

町 
    

      
  

  
 見付農道拡

幅整備事業 

町 
    

      
  

  
(11)過疎地域自立

促進特別事業 (省略) 

  
    

(11)過疎地域自立

促進特別事業 (省略) 

  
  

  

  友好都市交

流事業 

 お互いの 

歴史分を 

尊重し、恒 

久的な友 

好関係の 

促進を図 

る。 

町 

    

  友好都市交

流事業 

 お互いの 

歴史分を 

尊重し、恒 

久的な友 

好関係の 

促進を図 

る。 

町 

  

  

  トンネル点

検調査業務 

 定期的な 

点検調査 

によりト 

ンネル利 

用者等の 

町 

    

      

  



安全を確 

保する。 

                    

  計画書 P33         計画書 P33       

  ３ 生活環境の整備     ３ 生活環境の整備   

   (4)事業計画(平成 28 年度～平成32 年度)      (4)事業計画(平成 28 年度～平成 32 年度)   

  
事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体     

事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体   

  (1)水道施設         (1)水道施設       

   簡易水道 (省略)        簡易水道 (省略)     

  

  昭和簡易水

道区域拡張

事業 

町 

    

  昭和簡易水

道区域拡張

事業 

町 

  

  
  水道施設改

修事業 

町 
    

      
  

  
(4)火葬場 埋葬、火葬及

び改葬業務 

町 
    

(4)火葬場 埋葬、火葬及

び改葬業務 

町 
  

  
  斎場改修事

業 

町 
    

      
  

  (5)消防施設 (省略)       (5)消防施設 (省略)     

  
  消防設備等

整備事業 

町 

一部事務組合 
    

  消防設備等

整備事業 

町 
  

  
  消防水利施

設整備事業 

町 

一部事務組合 
    

  消防水利施

設整備事業 

町 
  

                    

  計画書 P37         計画書 P37       

  4 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進     4 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進   

   (4)事業計画(平成 28 年度～平成32 年度)      (4)事業計画(平成 28 年度～平成 32 年度)   

  
事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体     

事業名 

(施設名) 
事業内容 事業主体   

  (1)高齢者福祉施設         (1)高齢者福祉施設       

  

 高齢者生活福祉

センター 

高齢者生活

福祉センタ

ー改修事業 

町 

    

     

  

  

 老人ホーム 特別養護老

人ホーム改

修事業 

一部事務組合 

    

 老人ホーム 特別養護老

人ホーム改

修事業 

一部事務組合 

  

    (省略)         (省略)     

                    

  計画書 P52         計画書 P52       

  
〔添付〕事業計画（平成 28年度～平成 32 年度）

過疎地域自立促進特別事業分 ※再掲 
    

〔添付〕事業計画（平成 28 年度～平成32 年度）

過疎地域自立促進特別事業分 ※再掲 
  

  
２ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流

の促進 
    

２ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流

の促進 
  

  
(11)過疎地域自立

促進特別事業 (省略) 

  
    

(11)過疎地域自立

促進特別事業 (省略) 

  
  

  

  友好都市交

流事業 

 お互いの 

歴史分を 

尊重し、恒 

町 

    

  友好都市交

流事業 

 お互いの 

歴史分を 

尊重し、恒 

町 

  



久的な友 

好関係の 

促進を図 

る。 

久的な友 

好関係の 

促進を図 

る。 

  

  トンネル点

検調査業務 

 定期的な 

点検調査 

によりト 

ンネル利 

用者等の 

安全を確 

保する。 

町 

    

      

  

                    

 

 

【根拠法令】 

過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）抜粋 

第６条 過疎地域の市町村は、自立促進方針に基づき、当該市町村の議会の議決を経て過

疎地域自立促進市町村計画（以下「市町村計画」という。）を定めることができる。 

２ 市町村計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 地域の自立促進の基本的方針に関する事項 

(２) 農林水産業、商工業その他の産業の振興及び観光の開発に関する事項 

(３) 交通通信体系の整備、地域における情報化及び地域間交流の促進に関する事項 

(４) 生活環境の整備に関する事項 

(５) 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関する事項 

(６) 医療の確保に関する事項 

(７) 教育の振興に関する事項 

(８) 地域文化の振興等に関する事項 

(９) 集落の整備に関する事項 

(10) 前各号に掲げるもののほか、地域の自立促進に関し市町村が必要と認める事項 

３ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興に関する計画と調和が保たれるととも

に、広域的な経済社会生活圏の整備の計画に適合するよう定めなければならない。 

４ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めようとするときは、当該市町村計画に定める

事項のうち第２項第２号から第９号までの事項については、あらかじめ都道府県に協議

しなければならない。 

５ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたときは、直ちに、総務大臣、農林水産大臣

及び国土交通大臣にこれを提出しなければならない。 

６ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により市町村計画の提出が

あった場合においては、直ちに、その内容を関係行政機関の長に通知しなければならな

い。この場合において、関係行政機関の長は、当該市町村計画についてその意見を総務

大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣に申し出ることができる。 

７ 第１項及び前３項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 

 


